















り上げ規模で世界第 2 位の Samsung 社と第 8 位の Hynix 社が圧倒的な存在感を持つ市場だが，
とりわけ両社が世界をリードするメモリー領域では，世界の DRAM の48. 1％，NAND 型フラッ
シュメモリーの63. 0％を韓国勢が生産している（KSIA，米 Gartner 社調べ）。2003年以降大きく
膨らんだ韓国半導体産業の設備投資は，2007年，世界的なメモリー需要の過剰感を背景に冷え込
んだ。投資総額は，2006年を4. 6％下回る見通しだ。しかし，2007年第 1 ，第 2 四半期で凍結状





が行われた1983年以降といえる。1983年に韓国の半導体生産高は 8 億5, 000万ドルで，世界市場



















1972 1, 790 77 0 77 ― ― ―
1975 8, 750 219 12 231 ― ― ―
1980 19, 454 392 32 424 0. 1 ― ―
1983 19, 537 798 52 850 6. 1 4. 4 0. 3
1984 28, 093 1, 159 109 1, 268 8. 6 4. 5 0. 4
1985 24, 357 987 168 1, 155 14. 5 4. 7 0. 7
1986 29, 670 1, 170 303 1, 473 20. 6 5. 0 1. 0
1987 38, 251 1, 690 475 2, 165 21. 6 5. 7 1. 2
1988 50, 859 1, 677 1, 389 3, 066 45. 3 6. 0 2. 7
1989 54, 339 2, 358 2, 441 4, 799 50. 9 8. 8 4. 5
1990 54, 545 2, 307 2, 797 5, 104 54. 8 9. 4 5. 1
1991 59, 739 2, 971 2, 305 5, 276 43. 7 8. 8 3. 8
1992 65, 264 3, 491 3, 254 6, 745 48. 2 10. 3 5. 0





























































































































そのうち約 8 割に相当する34億ドルが DRAM 製品である。しかも，集積度が低い DRAM では
なく，ほとんどが 4 MDRAM 以上の最先端の製品である。1993年度に韓国メーカーの 4 M と
16M の販売金額は33億ドルで，DRAM 販売のおよそ 9 割以上が最先端の製品である。韓国の半










　64K DRAM に於いて，韓国の日米との技術格差は 6 年あるといわれていたが，256K で 4 年，
1 M で 2 年， 4 M で 1 年と短縮し，1990年11月 Samsung は16M DRAM を開発し，韓国勢の大
型投資により生産能力は日系企業を大きく逆転し，1992年韓国 Samsung Electronics 社が
DRAM で世界市場でシェアトップに立った。
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　DRAM の事業構造としては DRAM の世代交代の時期をうまく見極め，世代交代に対する投
資急拡大と累計出荷増のバランスをとりながら走り続けることが重要である。この1991－92年頃


















































































































5 　韓国関税庁『中国が最大の貿易相手国に』2008年 1 月，http://sankei.jp.msn.com/world/korea/080120
　/kor0801202311001-n1.htm によると，中国からの輸入は630億4, 300万ドル（約 6 兆7, 000億円），輸出は819億
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2．韓国半導体産業の事例分析―サムスン電子
　サムスン電子は2007年度には世界半導体デバイス総生産量 1 位7，世界半導体生産売上高ラン
キング 2 位8，世界 DRAM メモリー総生産量 1 位（2006，2007年度と2008年第 2 四半期）9，携帯













大量生産が可能であったために注目された。16K DRAM に始まり，64K DRAM，16M DRAM，
64M DRAM，さらに世界で初めて256M DRAM を開発（1996年）するなど，飛躍的な成長を見
せた13。
　しかも2001年，世界的な IT 不況で一流企業が相次いで赤字に喘いでいた年に，サムスン電子
だけは大規模な純利益を出し，注目を集めた。2000年に 6 兆ウォン（47億4, 000万ドル）の利益
を上げ，それに引き続いて2001年も 2 兆9, 000億ウォン（22億ドル）もの利益を出している。さ
7 　SEMI（国際半導体設備製造産業協会）の2007年度統計データによる，http://money.udn.com/html/rpt/
rpt97418.html（2008年 7 月16日アクセス）．
8 　米アイサプライ社，http://www.isuppli.com/news/default.asp?id=8675&m=11&y=2007（2008年 7 月16日
アクセス）．
9 　米 iSuppli 社『2006年度世界 DRAM 市場暫定ランキング』データ，http://www.eetimes.jp/contents/20070
2/14458_1_20070221185203.cfm（2008年 8 月17日アクセス）．
　米 iSuppli 社『2007年第2四半期世界 DRAM 市場暫定ランキング』データ，http://www.ednjapan.com/
content/l_news/2007/07/u3eqp3000000wx02.html（2008年 8 月17日アクセス）．
　米アイサプライ社『2008年第 2 四半期世界 DRAM 市場暫定ランキング』データ，
　http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20080811-00000813-reu-bus_all（2008年 8 月17日アクセス），参照．
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図表 7 ．サムスン電子の 5つの成長要因
5 つ成長要因 項目 事例








































































































北米・南米 メキシコ（2），米国等 4 計 米国（4），コロンビア，チリ等計 9 社
注 1 ）　2008年 5 月の時点．












25　例えば，1997年金融危機にサムスン電子の海外現地法人は 6 億7, 000万ドルの赤字を抱えていたこともある．
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米国市場 デジタルテレビや LCD モニター，携帯電話などを高価格ブランドとして定着させるため，活発な
マーケティングを繰り広げている。大型商売店27と提携して，別度の製品コーナーを設けている。
欧州市場 2005年までに，高速無線ネットワークに接続できるハンドヘルド PC などの新製品を拡販させると
いう戦略を持っている。サムスンは欧州市場を攻略するため，現地の好みにあったモデルを別に開
発し，多様な戦略を研究している。
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　現地での人材の採用でも，サムスンの地位にふさわしく最高の人材を採用することに神経を

















































































































出典）　Business Week「グローバル企業のブランド価値のランキング」McGraw-Hill（2007年 7 月26日）．
図表11．米国の携帯電話端末機市場におけるブランド・ロイヤリティ調査
１ 2 3 4 5 6 7 8 9


















































































性の危機に陥ったハイニックス半導体47は，2008年第 3 四半期だけで 1 兆6, 700億ウォン（約
1, 075億1, 900万円）もの赤字を出すなど， 2 度目の危機を迎えている。問題は半導体不況が，翌
年にはさらに深刻化する可能性が高いということである。 
　一方，サムスン電子は不況下の2001年，売上額は 8 兆8, 830億ウォン（約5, 699億3, 100万円），
営業利益は6, 984億ウォン（約448億900万円）を記録し，営業利益率は7. 8% となった。しかし，










産業新聞』2008年 2 月13日（2008年 8 月24日アクセス）．
43　サムスン電子が，1999年から2002年にかけ，共謀して価格操作を行なっていたという不祥事があった．サ
ムスン電子は，DRAM プロセッサ市場における国際的な価格操作に加わった容疑を認め， 3 億ドルの罰金を
支払うことに同意した．反トラスト法の罰金としては，米国史上 2 番目に高い額となる．「サムスンが
DRAM 価格操作で 3 億ドル」2005年10月13日，http://japan.internet.com/busnews/20051014/12.html（2008
年 8 月23日アクセス）．


























から2000年には約8, 800社に増加し，2001年 4 月末には 1 万社を超えた。ベンチャー企業の産業
別構成では製造業が 6 割，情報処理産業が 3 割強を占めている。





Samsung Electronics 社，Hynix Semiconductor 社からスピンオフしてベンチャー起業家となっ
た後も，元の事業部，人脈との連携を維持しながら，会社設立時の受注を確保するビジネスモデ
ルが続いてきた。大手企業がメモリー領域での技術開発にしのぎを削る間，ベンチャーは独自の
IP コアをベースとして SoC（System on Chip）のソリューション提供力を整えたり，ディスプ
レイ用ドライバ IC の設計に特化／専業化するなどの手法で，大手の事業との差異化を図ること
に成功してきた。
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ロセッサ，CMOS イメージセンサー，ディスプレイドライバ IC などがある。
　韓国のファブレス企業による IC 売上高は2006年には世界の3. 9％の規模となり，ファブレス業
界の拡大とともに有力ベンチャーの売り上げは 2 億米ドル規模に達している。KSIA が2006年に
発表したファブレス企業トップ10のリストには，Core Logic 社，MtekVision 社，EXA E&C 社，
Fidelix 社，EMLSI 社，Telechips 社などの韓国企業が名を連ねる。
図表12．拡大する韓国ファブレス IC企業の売上高






















　上述のなかで最も成功を収めた企業の 1 つがCore Logic 社である。メモリー中心の韓国半導体
業界で，1998年にファブレスベースのマルチメディア SoC 開発設計ベンチャーとしてスタート
した同社だが，立ち上がりは苦難の連続だった。Samusng 社，LG 社，Hyundai Semiconductor
























　Core Logic 社，Pointchips 社，Tomato LSI 社，Dynalith Systems 社，Radiopulse 社は1998年
から2003年までの間に設立された技術開発主導のベンチャー企業である。独自の IP ライブラリ
をベースに携帯電話機向け SoC 設計ソリューション事業などを展開している。1987年設立の






















2001年 4 月末には 1 万社を超え，不況期といわれる現在も増加の傾向にある。ベンチャー企業の
産業別構成では製造業が 6 割，情報処理産業が 3 割強を占めている。
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